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 この論文は、一橋大学大学院商学研究科を中核拠点とした 21 世紀 COE プログラム（『知
識・企業・イノベーションのダイナミクス』）から、若手研究者・研究活動支援経費の支給
を受けて進められた研究成果の一部である。同プログラムからの経済的な支援にこの場を
借りて感謝したい。 
 
0. はじめに 
 
 本研究の目的は、不確実性が高く需要変動の激しいアパレル製品の開発において模倣が
促進されるメカニズムを明らかにすることにある。この目的のために分析対象として取り
あげるのは、韓国ソウル市に立地する東大門アパレル市場である。東大門アパレル市場は、
製品の生産・販売に関わる中小規模の企業が集まって形成された集積であり、そこでは、
顧客の多様な需要に迅速に対応するというパフォーマンスを実現している。 
 しかし、東大門アパレル市場で開発された製品に関しては、細かなバリエーションが無
数に拡がるという利点が認められつつも、それらの製品間に多くの類似性が見られること
に関しては、他の製品をコピーする行為が蔓延しているとの非難の声も少なくない。アパ
レル製品の開発においては、製品のコンセプトやデザイン、素材の選択、縫製方法等が製
品の差別化を左右する重要な要素となるが、これらの要素間で多くの共通点が見られると
いうことである。このような現象に関して否定的な見方も多く存在するものの、筆者は、
この模倣による製品開発が、集積全体としての製品コンセプトに統一感を与え、さらに、
細かい点においてはバリエーションをもたせることによって、集積の魅力を高め需要を喚
起するという利点をもつと考える。 
 それでは、東大門アパレル市場の製品開発において模倣が促進されるメカニズムはいか
なるものなのか。この問題を明らかにするためには、同市場を構成するメンバー間の取引
関係を見る必要がある。製品開発には、川上から川下までの生産者、卸売業者、小売業者
が関わるが、本研究では仮説として、川上の生産者と卸売業者との間には流動的な取引関
係が、川下の卸売業者と小売業者との間には固定的な取引関係が形成されることによって、
製品開発における模倣が促進される、と考える。すなわち、川下の固定的な取引関係によ
って、小売業者から卸売業者へと製品開発に必要な情報が伝達され、川上の流動的な取引
関係によって、卸売業者に伝達された情報がモノとして迅速に具現化されると考えるので
ある。 
 このように、東大門アパレル市場での製品開発において模倣が促進されるメカニズムは、
製品開発に関わる一連のメンバー間の取引関係を見ることによって明らかにすることがで
きる。企業間関係について議論した既存の研究では、これらメンバー間の取引関係につい
てどのような議論がなされているのだろうか。本稿では、本研究の目的を明らかにするた
めの理論的な作業として、企業間関係に関する既存研究を検討し、東大門アパレル市場を
分析するための枠組みを提示することを試みる。 
 以下は本稿の構成である。第 1 節では、既存研究の検討に入る前に、東大門アパレル市
場で実態としてどのような現象が起こっており、メンバー間にどのような取引関係が形成
されているのかを概観する。第 2 節では、川上から川下までの企業間関係を論じたそれぞ
れの研究領域の特徴を概観する。第 3,4,5 節では、それぞれの特徴を詳細に検討する。第 6
節では、東大門アパレル市場の分析において既存研究がもつ限界を述べる。最後に第 7 節
では、東大門アパレル市場の分析のための新たなフレームワークの採用を試みる。 
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1. 東大門アパレル市場の概要 
 
 東大門アパレル市場で開発された製品間には類似性が見られる。これは、例えば、同市
場で前シーズンボーイッシュなスタイルが主流であったとしても、今シーズン一部の店舗
で試みたフェミニンなスタイルの売行きが順調そうに見えると、直ちに個々の製品開発者
の製品開発の方向性が修正されフェミニンなスタイルが主流となる、というような現象で
ある。より具体的には、製品をフェミニンなスタイルにするデザイン要素はたくさんある
が、例えば、縫製技法としてシャーリングを用いる方法がある。ある店舗でバストにシャ
ーリングを使ったニットを開発し売行きが良いと、それと類似した製品が急速に開発され
ていく。シャーリングの応用範囲もニットに限らずブラウス、スカート、スラックス、小
物というふうに、広範囲に拡がる。同じニットへのシャーリングの応用に関してみても、
バストではなくスリーブやウエストなどと、異なった部位への応用が現れる。その結果、
東大門アパレル市場には、瞬時にフェミニンなコンセプトを機軸とした、シャーリングを
取り入れた製品群がディスプレイされる。これらの製品間にはコンセプトと具体的な縫製
技法という点において大きな類似性が見られるが、その他の細かなデザイン要素に関して
はバリエーションに富んでいるということができよう。東大門アパレル市場を訪れた顧客
は、商業集積が全体として打ち出しているコンセプトを感じ、今シーズンの流行がどのよ
うなスタイルかを認識することになる。東大門アパレル市場での流行は海外のブランド製
品や国内のアパレル･メーカー製品との相互作用を通じて形成されることが多いが、これら
の大企業による製品開発と違って、同市場の中小規模の開発者によって開発された製品間
には大きな流行の流れに同調しながらも細かな詳細においては差別化がなされているとい
う点で、顧客がアパレル製品に対して抱く期待を満足させているということができる。 
 このように、同市場において細かなバリエーションに富んだ類似した製品群が迅速に開
発されていくメカニズムはいかなるものなのか。産業集積論によって説明をするとすれば、
場の情報を共有することによる模倣の促進、という説明も可能だが、それだけでは十分で
はなく、企業間の取引関係が模倣を促していることにも注目する必要がある。以下では、
東大門アパレル市場において、一連の製品開発プロセスに関わる独立したメンバー間にど
のような取引関係が形成されているのかを見よう。 
 
1.1. 川下の取引関係―卸売業者と小売業者間の固定的取引関係 
 
 東大門アパレル市場では、卸売業者であるアパレル商人と小売業者との間に「一枚取引」
と称される取引が行われる。一枚取引とは半分仕入制ともいわれる取引形態であるが、少
量の取引が行われるために一枚取引といわれる。決済は原則として現金払いであり、仕入
と同時に行われる。半分仕入制ともいわれるように、一枚取引は完全買取制ではなく、返
品や交換が可能な取引形態である。しかし、返品・交換は無条件に許容されるのではなく、
一定の条件の下に許容される。その条件とは、返品・交換時には返品・交換金額の 2 倍以
上を仕入れなければならないという条件である。もし返品時に仕入をしなければ、返品製
品に対して現金で払い戻しをしてもらう代わりに、その金額を記載した証書を渡される。
次回その証書を現金として使うためにはそこに記載された金額の 2 倍以上を仕入れる義務
がある。 
一枚取引は、リスクを負うことのできない小資本の商人間で行われる取引形態である。

アパレル商人は仕入におけるリピート客を確保するために、小売業者は少量仕入にもかか
わらず返品や交換に応じてもらうために、条件付の取引慣行を形成し互いの取引関係を固
定化してきた。そして、固定した取引関係をもつ小売業者には、返品・交換だけでなく、
製品の供給面においても優先権が与えられてきたのである。 
このように、固定的な取引関係にある小売業者に優先権が与えられるために、小売業者

にとっては、自分が取引しているアパレル商人の製品が売れ筋か否かが問題となる。取引
先のアパレル商人が売れ筋を開発できなかった場合には、類似した製品を開発してもらう
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ことで売れ筋を確保した方が、新たな取引先の開拓やそれとの交渉を試みるよりコストを
節減できるのである。小売業者との継続的取引を望むアパレル商人にとっても模倣の要請
は無視できないだけでなく、むしろ、小売業者の情報力を活用し製品開発に活かそうとす
る動きも見られる。このように、一枚取引は、小資本で事業を営まなければならない中小
規模のアパレル商人と小売業者との間に形成され、相互の取引関係を固定化することで、
製品開発における模倣行為を促しているのである。 
 
1.2. 川上の取引関係―卸売業者と生産者間の流動的取引関係 
 
東大門アパレル市場では、卸売業者であるアパレル商人と生産者である生産工場との間

で互いの取引相手を変更可能な流動的な取引が行われる。取引関係が流動的であるという
ことは、それぞれの取引主体が互いの取引相手を常に変更しようと意図していることを意
味しているのではない。しかし、アパレル商人の入れ替わりが激しいこと、生産工場がリ
スクを削減するために複数のアパレル商人との取引関係を構築しようと意図していること、
アパレル商人が開発する製品アイテムが変更されうること、等の事情によってアパレル商
人と生産工場との取引関係は流動的な関係となる。このように取引相手の変更が難しくな
い理由は、新たな取引相手を探索するコストが、集積という情報探索の容易な場を形成し
ていることによって、削減されるからである。 
アパレル商人と生産工場間に流動的な取引関係が形成されていることによって、アパレ

ル商人の製品開発情報は漏洩しやすくなる。アパレル商人は、取引先の生産工場に出かけ
たときに他のアパレル商人がどのような製品を開発しているかを観察することができるだ
けでなく、常に他生産者の情報を詮索する生産者とのやりとりを通じて、他店の製品開発
情報を入手することができる。また、流動的な取引関係は、製品開発における生産技術の
共同利用にもつながる。生産工場は複数のアパレル商人の製品開発を行っているばかりか、
それらの取引から蓄積された生産技術やノーハウを再び複数の取引先の製品開発に活用す
ることができる。すなわち、特定の取引先との取引で生産工場に蓄積された技術は、特定
の取引先製品の開発だけに活用されるのではなく、その他の取引先製品の開発にも活用さ
れるということである。このことによって、市場では類似した製品が開発されやすくなる
のである。 
 
2. 企業間関係に関する既存研究の特徴 
 
 前節では、東大門アパレル市場で製品開発に関わるメンバー間の取引関係を概観し、そ
れらの企業間関係が製品開発における模倣を促進していることを述べた。このように、本
研究では、企業間関係とその製品開発への影響に焦点が当てられる。したがって、本節で
は、既存研究において企業間関係についてどのような議論がなされてきたのかを確認して
おくことにする。その際、独立した企業間の調整がどのようにおこなわれるか、それらの
企業間の協調によってどのような成果がえられるか、企業間関係の範囲はどのように設定
されているか、の 3 点に注目する。 
 第 1 に、独立した企業間の調整がどのようにおこなわれているかに関してみよう。内部
組織における調整とは異なって、独立した個々の企業間関係においては権限関係が明瞭に
定められているわけではなく、これら複数の企業の目標をまとめ管理していくためには、
リーダーシップをもつ企業の存在が必要となる。このように、独立した企業間のコンフリ
クト発生とその制御、企業間の交渉に焦点をおいたチャネル・システム論では、チャネル
を構成する企業間にはパワー格差が存在し、パワーをもつ企業によってチャネルの目標に
向けた協調関係が調整されると考えている。すなわち、ここでは、暗黙的に企業間の支配・
従属関係を想定しており、パワーをもつ企業とは情報処理能力をもつ大企業であることが
多い。 
 第 2 に、企業間の協調によってどのような成果が得られるかに関してみよう。製品開発
の一連のプロセスにかかわる垂直的なシステムを考えた場合、このシステムが志向する目
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標は、消費者の需要に合致した、あるいは、消費者の需要を創造する製品を開発し、でき
る限り売れ残りが生じないように在庫管理し利益を上げることである。とりわけ、需要が
急変し不確実性が高い環境においては、在庫を極力抑えながら需要に迅速に対応する必要
性がある。このような目標は、クイック･レスポンスや製販連携に代表されるサプライ・チ
ェーン・マネジメント（SCM）において掲げられた目標である。しかし、これらの垂直的
なシステムには大企業が介在することが多く、そのために、システムを構成する企業間の
協調によって得られる成果にも限界がある。すなわち、大企業は規模の経済を追及せざる
を得ないため、需要への対応は質的な側面（製品仕様）より量的な側面（生産量）に重点
が置かれることが多い。 
 第 3 に、企業間関係の範囲がどのように設定されているのかをみよう。これは、製品開
発にかかわる一連の垂直的システムの中で、既存の議論がどの部分の関係に関心を置いて
いるかの問題である。垂直的な企業間関係を論じた企業間関係論、産業集積論、チャネル・
システム論は、一連の製品開発システムを総体として論じているというよりは、川下ある
いは川上の企業間関係に限定した議論をおこなっているという特徴をもつ。自動車産業に
おけるサプライヤー関係に注目した企業間関係論、および、生産工程を分業する企業間の
関係を議論した産業集積論は川上の企業間関係に、製造業者と商業者との関係を議論した
チャネル・システム論は川下の企業間関係に焦点をおいている。 
 以上、独立したメンバー間の関係を論じる企業間関係論、産業集積論、チャネル・シス
テム論、SCM の議論がどのような特徴をもつのかを、簡単に述べた。以下では、上で指摘
した 3 点に関してより詳細に見たうえで、これらの既存研究がもつ前提や枠組みがどのよ
うな限界をもつのかを述べることにする。 
 
 
3. チャネル・システム論―大企業の介在による企業間のパワー格差に注目 
 
 独立した企業間の協調によってある目的を達成しようとした場合、個々の企業が共通の
目的をもつように説得し、その目的に向けての協力を引き出すためにはどうすればいいの
か。チャネル・システム論における主要な議題は、異なった利害をもつ独立した企業間の
交渉や調整である。 
 風呂（1968）は、特定の製造業者と特定の販売業者との相互作用についての連携は、自
然の結果としてそうなるのではなく、チャネル･システムは、あくまで｢マーケティング主
体である製造業者の政策意図から人為的に構築された｣システムであるとし、次の 3 点を指
摘した。第 1 に、マーケティング･チャネルが製造業者にとっての操作可能なシステムであ
ることが期待されるとしても、それへの参加・脱退は販売業者の自由選択にまかされてい
るという、｢チャネル構築｣の側面である。第 2 に、チャネル・システムへの参加が販売業
者の自由選択にまかされるということは、他面において、一度参加したチャネル･システム
から販売業者が脱退することを阻止すべき絶対的な歯止めが製造業者にはないという、｢チ
ャネル維持｣の側面である。第 3 に、製造業者と販売業者のあいだに展開される交渉は、孤
立した当事者 2 人のあいだのいわば真空状態のなかで行われるものではないという、チャ
ネル交渉の場に関する側面である。双方の側におけるいわば水平的な相手方に対する誘因
競争は、それぞれの出す誘因、期待の効果を左右するとともに、形成されたチャネル・シ
ステムの垂直的結束関係を絶えず不安定化させる要因として作用するとした1。すなわち、
絶えず変化する環境の中で企業間関係を構築・維持するためには、その関係の解体を防ぐ
何らかの仕組み、あるいは、力が必要であるということである。 
 この点に関して、石井（1983）は、チャネル･システムがもともと制度的に独立した、異
なった目標を持つ組織から構成されているのでそれら組織間で対立が発生するのは避けら
れないという、風呂による指摘に基づき、しかし、システムとしてそれが存続していくか
ぎりでは、その対立が破滅的なものになり、システムの解体に至るプロセスを制御する仕

                                                  
1 風呂（1968）の交渉論に関する評価に関しては、森下（1969）、石原（1973）がある。 
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組みないしは戦略が存在するであろうという認識から、チャネル・システム論の研究課題
を述べている。第 1 の焦点は、システム内の対立の発生のプロセスとそれを制御する戦略
を明らかにすることであり、第 2 は、制度的に独立した諸組織を一定の方向付けをもった
システムに編成する条件に関連する。構成組織間に存在する機能的な相互依存性を必要条
件とし、他の組織の戦略的意思決定変数を統制し、望ましい方向へと誘導するというリー
ダーシップが存在しているかどうかである。 
チャネル・システム論においては、システム内で生じる対立の制御においても、システ

ムを共通目的に向けて統制していくにおいても、そのシステムのリーダーとなる組織のも
つパワーが重要な役割を果すことが前提となっているといえよう。 
 ここで、パワーとは、Ansary=Stern(1972)によると、あるチャネル構成組織が、チャネ
ル･システム内他構成組織のマーケティング戦略における決定変数を統制する能力である
と定義される。つまり、チャネル･システムにおいて、特定の構成組織、たとえば製造業者
が、ある他の構成組織、たとえば卸売業者の行動を自らの思うように統制しているとき、
あるいはある影響力を行使しているとき、チャネル･システムの組織間にパワー関係が存在
している、あるいはチャネル･システムにパワー構造が形成されているというのである2。こ
のように、ある特定のチャネル構成組織が他の構成組織を支配・統制しうる程度は、その
構成組織のもつパワー資源とその構成組織への依存性、そしてそれに加えて支配･統制を受
ける側の対抗力（ countervailing capacity ）によって決まってくると考えれた。
（Etgar[1976]）3。 
チャネル・システムにおけるパワー構造は環境やシステムの内部要因によって変化する

動的なものである。例えば、環境によるパワー構造の変化に関して、石井（1983）は、シ
ステム内組織間の情報（あるいは情報処理能力、情報のパワー資源）の偏在が、情報を交
換媒体とする取引における不平等性（あるいは一方的依存関係）を生み出し、そこに非対
称的なパワー関係が発生するということ、そしてその傾向は環境からの情報負荷が強まる
（環境の不確実性が増す）につれてさらに顕著になるということを明らかにした。戦後日
本の百貨店とアパレル問屋との取引慣行は、システムの内部要因によるパワー構造変化の
事例である。百貨店とアパレル問屋の間に見られる典型的な取引慣行である返品（委託仕
入れ）と人員派遣に関して、高岡（1997）は、日本の百貨店が、その初期条件においては、
良好な｢評判｣や有利な｢立地｣という戦前以来の経営資源を保有しており、中小小売業者を
圧倒する勢いで発展を遂げたという事実があるにもかかわらず、百貨店業界の将来に禍恨
を残すような委託仕入がビルトインされた理由に関して、以下のように説明した。第 1 に、
百貨店は、成長機会の拡大に対応して｢評判｣や｢立地｣という既存の資源を維持・強化する
ことを求められたが、それを実現するために必要な人的資源や資金を十分に有しておらず、
不足した資源を補完するため委託仕入を導入したということ、第 2 に、一部の納入業者は、
リスク負担が大きく本来不利な委託仕入方式を逆手にとって、百貨店売場での主導権を奪
取していくような戦略的行動をとったということである。すなわち、パワーをもつ百貨店
によってリスクを負担させられたアパレル問屋が、リスク削減のために蓄積した情報処理
能力によって、両者のパワー構造が逆転したという例である。 
以上のように、チャネル・システム論では、垂直的な協調関係にある独立した企業間の

                                                  
2 Blau(1964)は、権力が発生する諸条件は以下の 4つの選択肢が欠けていることによって規定されるとい

う。①人々が彼（権力者）にサービスを提供できる場合、②人々が必要とするサービスを他のところで受

けられるかも知れない場合、③彼にサービスの提供を強制できる場合、④このサービスがなくてもよいと

諦めをつける場合。 
3 パワー資源に関して、Hunt=Nevin(1974)は、ファースト・フード・レストランのフランチャイジーへの

経験的調査の結果、チャネル構成組織の満足性にたいして、強制的パワー資源（建物･土地の支配、契約の

撤回、フランチャイザーの権利を制約する立法の必要性、フランチャイズ権を売る権利、協定の公正さ）

より非強制的パワー資源（営業用地選定、公式の研修、on the job training、フランチャイザーから販売

される設備、営業マニュアル、会計、製品準備方法。。）の方が有効であるという結果を、また、チャネル･

メンバーにチャネル･リーダーのパワーの水準を認知させるには、強制的パワー資源が有効であるという結

果を得た。 
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調整が、パワー資源をもつ特定企業によっておこなわれると想定される。すなわち、企業
間にはパワー格差が存在し、明示的には表出されないにせよ、それらの企業間に支配・従
属関係があると想定していると考えられる。これは、チャネル・システム論で取りあげる
垂直的システムの中に大企業が介在していることの帰結であると考えられる。チャネル・
システム論では、大量生産をおこなう大規模製造業者と中小販売業者、あるいは、バイイ
ング・パワーを行使する大規模販売業者と中小製造業者との関係を主にとりあつかってい
るのである。したがって、これら企業間のリスク分担様式は、チャネル・システムを構成
する企業間でリスクを平等に分担するというよりは、パワーをもつ企業がリスクを引き受
けるか、あるいは、そのパワーを行使して被支配企業にリスクを転嫁するか、の様相を見
せる。すなわち、規模や資源の格差が大きい企業間関係に焦点を当てるチャネル・システ
ム論においては、パワー格差の小さい企業間の調整に関してはあまり議論されていないと
いうことである。そのことによって、企業間取引関係の主要な規定要因であるリスク分担
様式に関しても、十分な研究成果が積み上げられてきたとはいえないであろう。 
さらに、チャネル・システム論では、影響力を行使する特定組織のパワー資源として情

報力（情報処理能力）や企画力が重要視され、パワーをもつ企業によって情報が収集・処
理され企画がおこなわれること、あるいは、情報収集と企画をおこなう企業にパワー資源
が蓄積されていくとされる。この点に関して、加藤（2000、1995）、高岡（1997）、倉沢（1991）
は、百貨店とアパレル問屋との間に行われた返品制が派遣店員制とセットになって行われ
てきたことを指摘した。一般に最終的にリスクを負担する側には、リスクを軽減させよう
とするインセンティブがあるから、返品制のもとでは売り手側に需要の不確実性に対処し
ようとする強い誘因が働くのであり、このため、返品制を前提とすれば、卸が情報収集、
製品企画、販売促進などの主導権を握る可能性は強いと指摘された（倉沢[1991]）。つまり
チャネル・システムを構成する特定企業によってリスク負担、情報収集、製品企画がすべ
て引き受けられるという構図である。しかし、この点に関しては、リスクの分担様式と、
特定企業によって一括して引き受けられるとされた機能の企業間での分業関係がどのよう
に成り立っているのかに関してより詳細な検討が必要であると考えられる。 
 
 
4. サプライ・チェーン・マネジメント（SCM）―製品の量的側面における需要への対応 
 
 独立した企業間の協調関係によってどのような成果が得られるのか。本節では、製品開
発における一連の垂直的システムを分析枠組みとしている SCM において、企業間協調によ
る成果に関してどのような議論がなされているのかを見る。製品開発における垂直の連携
関係においては、需要不確実性のもとで在庫を削減し、サービス・レベルを向上するとい
う目的をもつが、これは、需要が確実になるまでできるだけ製品開発を遅らせ不確実性を
削減する延期によっておこなわれることが多い。したがって、本節では、SCM の主要な戦
略としての延期戦略に注目する。延期には、在庫位置変化の延期と製品差別化の延期があ
るが、ここでは、製品差別化の延期を取扱う。また、製品差別化を製品仕様という質的な
側面と生産量という量的な側面に分類して見ていくことにする。延期（SCM）の目的－在
庫削減、サービス・レベル向上－からすると、究極的には、不確実な需要に対応するため
には製品差別化の延期による対応が必要であり、その中でも、製品仕様変化の延期によっ
てより大きな成果を出すことができると考えられるからである。しかし、既存研究におい
て議論される延期は、生産量の延期の実現についてより大きな知見を蓄積しているように
思われる。 
製品差別化の延期に関して簡略に説明すると、製品仕様変更・決定の延期は、部品の標

準化やモジュラー化、その他生産工程順序の置き換えによって、製造プロセスの前期に全
製品に共通の加工をおこない後期に差別化に入るまで製品仕様の変更・決定の延期をおこ
なう方法であり（Lee and Tang[1997] 、Jain and Paul[2001]、 Silver and Moon[2001]、 
Brown et al.[2000]）、製品生産量の変更・決定の延期は、生産計画を 2 期以上に分割する
ことによって、前期には需要の予測によって生産量を決定し、後期には前期の実需動向に
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もとづいて生産量の変更・決定の延期をおこなう方法である（Fisher and Raman[1996] 、
Chung and Flynn[2001]）（表 1 参照）。 

 
表 1. 延期の対象 
         次元 

  対象 

時間 

 

段階 

 

生産量 

（量的） 

いつ生産加工をおこなうか 

（受注生産－見込み生産） 

どの段階で生産加工をおこなうか

（分散生産－集中生産） 形態変化 

(製品の物理的変

化完了前) 

製品仕様 

（質的） 

いつ生産加工をおこなうか 

（受注生産－見込み生産） 

どの段階で生産加工をおこなうか

（分散生産－集中生産） 

在庫位置 

(製品の物理的変化完了後) 

いつ在庫を移動させるか 

 

  

  

出所：高嶋[1989]を参考に筆者作成4 
  
製品仕様変化の延期と生産量変化の延期は概念的には明確に分類することができるが、

実際の産業界では、この両者が混合して実施されることが多い。したがって、実践的な学
問領域として発展してきた SCM においても、両者は区別されず製品差別化の延期として一
括してとりあつかわれてきた。以下では、Lee and Tang[1997]が提示した製品差別化の方
法を紹介することにする。彼らは製品差別化の方法を大きく 3 つにまとめ、具体的な産業
界の事例を紹介することによって、延期戦略の実態を明らかにした。第 1 は、標準化であ
り、第 2 は、モジュラー･デザイン、第 3 は、プロセスの再構築（作業の延期、作業順の置
き換え）である。第 3 の、プロセスの再構築は、作業の延期と作業順の置き換えに 2 分さ
れる。 
第 1 の、部品の標準化は、コンピューター製造業者によって製造されるモノクロプリン

ターとカラープリンターの例によって説明された。プリンターの主要製造プロセスは、回
路ボードの組立（PCA）、最終組立＆テスト（FA&T）、最終カスタマーゼーション
（Customization）の 3 段階に分類することができ、それぞれの段階で異なった最終製品に
向けて異なった部品が使用される。PCA 段階を標準化するためには、head driver board と
いう部品の標準化が要求され、FA＆T 段階を標準化するためには、print mechanism 
interface という部品の標準化が要求される。これらの部品の標準化は、製造業者の内製状
況や技術保有状況によって、その投資およびユニットコストを異にするが、部品の標準化
によって、PCA と FA&T 段階が終わるまで製品差別化を延期することができる。 
第 2 の、部品のモジュラー化による延期は、食器洗浄器の例によって説明することがで

きる。食器洗浄器の製造プロセスは、Fabrication、Integration & shipping、Distribution
の 3 段階に分類される。Fabrication 段階では、モーターや基礎回路ボード、金属フレーム
（クロ、シロ）等の基礎部品が生産される。Integration & shipping 段階では、モーター、
ケーブル、コントロール・パネル、基礎部品が食器洗浄器に組み立てられ、異なった流通
センターに出荷される。Distribution 段階では、異なった倉庫に食器洗浄器が配送される。
製品差別化の延期は、金属フレームのモジュラー・デザインによって可能となる。金属フ
レームは、通常の金属フレームとカラーがついたプラスチック・パネルの、2 つのモジュー
ルに分けることができる。このモジュラー・デザインによって、製造業者はプラスチック・
パネルなしの状態で食器洗浄器を生産し出荷することができ、流通センターでは、カラー

                                                  
4 高嶋は、形態確定延期のタイプを時間の延期か段階の延期かによって、受注（見込み）と分散（集中）

の組み合わせによって分類し、さらに、時間および段階の延期を物理的形成の延期か意思決定の延期かに

よって分類している。このとき、意思決定の延期とは製品企画に関する意思決定を意味し、物理的形成の

延期とは、決定された製品企画にもとづいて、いつ、どの段階で生産加工がおこなわれるかの問題にかか

わる（高嶋[1989]，p.62 表 1 参照）。 
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別のプラスチック・パネルを保有しそれを食器洗浄器に挿入する作業を行う。このケース
では、流通センターに追加的な作業を担わせることによって製品差別化の延期が可能とな
る。 
第 3 の、プロセスの再構築による延期には、作業の延期と作業順の置き換えがある。ま

ず、作業の延期に関して電気製品の例を見よう。電気製品は、ボディー、コントロール･パ
ネル、モニター、テクニカル・マニュアルの 4 つの基礎部品によって構成される。これら
の電気製品のサプライ･チェインは以下の 3 段階に分類できる。第 1 段階では、生産センタ
ーで部品の製造が行われる。第 2 段階では、生産センターで部品が最終製品へと組み立て
られる。第 3 段階では、サプライ･センターで販売組織への配送が行われる。製品差別化の
延期は、異なった最終製品への部品組立作業を川下のサプライ･センターに移動させること
によって可能となる。 
プロセスの再構築のもうひとつの方法である、作業順の置き換えは、イタリアのアパレ

ル製造業者であるベネトンの事例によって説明することができる。セーターの伝統的な製
造プロセスは、染色、ニッティング、流通の 3 段階によって構成される。染色段階では、
白い原糸が異なったカラーの糸に染色される（大量の束作業）。染色後カラーがついた糸は
セーターに編まれていく。このニッティング段階では、その他にも機械によるカッティン
グ、トリミングが行われ、品質検査やラベリング、包装等の作業がマニュアルにしたがっ
て遂行される。完成したセーターは、異なった流通センターへと出荷されていく。これら
のプロセスのうちニッティングは相当の作業時間を要するため、需要が確定してからニッ
ティング作業を進めると納品までの時間が相当かかってしまう。この問題を解決すべく、
染色とニッティングの作業順を置き換えると、先にニッティング作業をおこない、需要と
近い点でカラーを調整することができる。染色が要する作業時間は短いため、需要に機敏
に対応することができるのである。すなわち、製品差別化の延期は 1 段階の染色作業と 2
段階のニッティング作業の順を置き換えることによって可能となる。 
以上、製品差別化の延期が実際にどのように実施されているのかを詳細に見た。これら

の事例では、製品仕様変化の延期と生産量変化の延期が混合して行われている。しかし、
その内容を見ると、製品仕様の変化といえども、それは非常に限定された範囲内でおこな
われるということがわかる。たとえば、食器洗浄器（部品のモジュラー・デザイン）の例
では、他の部品仕様はすでに既定であり、調整が可能なのは、金属フレームのプラスチッ
ク・パネルのカラーだけである。また、ベネトン（作業順の置き換え）の例でも、セータ
ーの詳細なデザイン等は既定であり、調整可能なのはカラーだけである。このように、製
品仕様変化の延期は、実質的には、非常に狭い範囲内に限定されるのが実情であるといえ
よう。これは、延期の研究対象が大企業の製品開発システムに限定されているためである
と考えられる。大企業は、生産段階における規模の経済を享受するためのシステムを維持
する必要があり、その結果、製品仕様の変化には限界があるということである。 
 
 
5. 企業間関係論、産業集積論、チャネル・システム論―製品開発に関わる企業間関係の一

部分に着目 
 
 企業間関係に関する既存研究はその研究対象の範囲をどのように設定しているのか。こ
れは、製品開発に関わる一連の垂直的システムのうち、どの部分の企業間関係に焦点をお
いているかという問題である。企業間関係論においては、自動車産業におけるサプライヤ
ー関係を中心に企業間の取引関係を論じてきた（伊藤[1989]、西口[2000]、浅沼[1997]、藤
本[1997]）。例えば、藤本[1997]は、日本のメーカーとサプライヤー間関係（自動車産業）
の特徴として、長期・継続取引関係、少数者間の有効競争、「まとまった仕事を任せる」分
業パターンの 3 点を挙げている。そして、これらの特徴の間には機能別にみて相互補完性
があり、全体として 1 つのシステムになっていると考えた。比較的少数の取引相手との継
続的関係は取引主体間の活動調整を容易にする。そして「少数者間の有効競争」は少数の
メーカーに一括して長期発注することによる売手寡占の弊害を防止することによって、全
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体として自動車産業の競争力に貢献してきたとされる。このように、企業間関係論におけ
る議論は、製品開発システムの川上に位置する企業間関係を中心におこなわれてきた。 
 産業集積論においても、その主な関心は、製品開発システムにおける川上の企業間関係 
におかれているということができる（Piore and Sable[1984]、Saxenian [1994]、伊丹[1989]、 
額田[1989]、橘川[1989]、岡本 [1994]、清成・橋本［1997］）。伊丹[1989]の理論的な整理 
によると、産業集積は外部から需要を搬入してくる需要搬入企業とその需要に合わせて柔 
軟なものづくりをおこなう分業集積群によって構成されるが、産業集積研究の現状として 
は、分業企業間の柔軟な取引関係に注目した研究が中心となっているといえよう。 
 これに対して、チャネル･システム論においては、川下の企業間関係に重点をおいた研究
がなされている。製造業者と販売業者との取引関係においてどのように個々の企業の利害
が調整され、どのように製品の製造と販売におけるリスクが分担されるかに注目する。川
上の企業間関係を論じる産業集積論と比べると、チャネル・システム論における企業間取
引関係は製品の売買による取引関係であり、それによって、製品在庫リスクを誰が引き受
けるかが重要な問題となる。産業集積論においては、在庫リスクは需要企業（発注企業）
にすでに引き受けられており、ものづくりをおこなう分業企業は需要企業からの工賃を受
け取るため、分業企業群にとっての在庫リスクは比較的低いといえよう。このような在庫
リスク分担様式の相違から、リスク分担において有利な立場に立とうとする企業間の対立
や利害の相違が、川下の企業間関係においてより浮き彫りになるのである。 
 このような点を考えると、企業間関係といえども、川下の企業間関係か川上の企業間関
係かによって、取引の調整における争点は異なってくるといえよう。すなわち、川下の企
業間関係においては誰がリスクを負担するかの問題に争点がおかれ、川上の企業間関係に
おいては適切な取引相手をどのように探索し組み合わせるか、そしてどのようにしてそれ
ら企業の努力を引き出すかが争点となる。したがって、川上から川下までを含む一連の製
品開発プロセスを分析する必要がある場合には、これらの個々の研究領域で用いられてき
たフレームワークの採用には限界があると考えられる。 
 
 
6. 東大門アパレル市場の分析における既存研究の限界 
 
 以上、企業間関係に関する既存研究を概観しその限界を述べた。その際、以下の 3 点に
注目しながら検討した。(1)独立した企業間の調整がどのようにおこなわれるか、(2)それら
の企業間の協調によってどのような成果がえられるか、(3)企業間関係の範囲はどのように
設定されているか、である。その結果、東大門アパレル市場の製品開発における模倣現象
を説明するに当たっての既存研究の限界としては以下の点が指摘される。 
 第 1 に、製品開発システムを構成する企業間にはパワー格差が存在し、企業間の支配・
従属関係によって独立した企業間の利害が調整されると想定している点である。また、こ
こでは、パワーをもち支配する立場の企業が製品開発における情報収集や企画を独自的に
担うと想定されている。 
 第 2 に、企業間の協調によって得られる成果が、製品の質的側面（製品仕様）より量的
側面（生産量）による需要への対応に偏っているという点である。このような特徴は、大
企業の介在するシステムに主な関心をおく SCM や企業間関係論において顕著である。 
 第 3 に、製品開発に関わる一連の垂直的システムにおいて、既存研究は、統合的な視点
をもつのではなく、一部分に限定した分析フレームワークをもつという点である。 
 第 1 と第 2 の限界は、既存研究が大企業の介在したシステムを想定していたことによる
限界であると考えられる。したがって、大企業の介在しない製品開発システムをもつ東大
門アパレル市場の研究によって、これらの研究分野に新たな知見を加えることができると
考えられる。具体的には、大企業と中小企業間関係ではなく中小企業間関係を見ることに
よって、パワー格差の比較的少ない企業間関係においてどのように互いの利害が調整され
るのかを見ることができるだろう。また、大企業と中小企業間関係においては大企業が情
報収集や製品企画を一括して担うという現象がよく見られるが、中小企業間関係において
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は、製品開発に関わるこれらの主要業務がどのように分業されるかを見ることができると
考えられる。さらに、規模の経済追求の必要性が低い中小企業によって構成されるシステ
ムにおいては、製品の質的側面においても迅速な需要への対応が可能となることが示され
るだろう。 
 第 3 の限界は、既存研究のフレームワークが、製品開発システム全体を捉えられるほど
包括的ではなく限定的であるという問題点である。このような問題点に関しては、近年の
SCM のフレームワークの台頭により解決されることも予想されるが、この点に関しては次
節で述べることとし、ここでは、製品の生産から販売までのプロセスを集積という一定の
空間の中で観察できる東大門アパレル市場の研究によって、製品開発システム全体を統合
した視点での分析が可能となることを指摘しておきたい。 
 
 
7. おわりにかえて―SCM の分析枠組み採用の試み 
 
 これまで、韓国に立地する東大門アパレル市場において模倣による製品開発がおこなわ
れる現象を説明するために、企業間の取引関係に注目し、既存研究において企業間関係が
どのように議論されているかを検討した。 
 最後に、本節では、既存研究による東大門アパレル市場の分析がもつ限界を踏まえた上
で、それでは、どのような分析フレームワークを本研究に採用すべきかを考えてみること
にする。 
 東大門アパレル市場に関する研究は、これまで、産業集積論の枠組みを採用することで 
おこなわれてきた（キンヤンヒ［1999］、キンヤンヒ・シンヨンナム［2000］、カンヒョ 
ンス［1995］）。すなわち、同市場に立地し製品の生産に関わるアパレル商人（卸）と縫製 
工場間の取引関係が注目され、一定の場を共有することによる迅速・柔軟な生産体制とし 
て評価されてきた。小売業者との関係においても、アパレル商人は製品開発の主導権を握 
り、アパレル商人の裁量によって独自的な製品開発がおこなわれるとされてきた。しかし、 
東大門アパレル市場で起こっている、他店舗製品の模倣、という現象に注目すると、同市 
場での製品開発における意思決定上の権限はアパレル商人に集中しているのではなく、小 
売業者との間にリスク分担とともに分権化されていることが観察される。 
 このような特徴をもつ東大門アパレル市場の製品開発システムを分析する枠組みとして
SCM のフレームワークを採用することの妥当性を考えてみる必要があると考えられる。こ
こで、SCM のフレームワークを取りあげる理由としては、2 点ある。 
第 1 に、SCM は川上から川下までの統合的な製品開発システムをその分析枠組みとして

掲げており、それらのシステムを構成する企業間関係において支配・従属の関係を想定す
るのではなく、それら企業間の協調関係に焦点をおいているという点である。このことに
よって、パワー格差の比較的少ない企業間の取引関係を分析するという本研究の目的に合
致しているのではないかと考えられる。 
第 2 に、SCM は不確実性の高い製品市場におけるサービス･レベル向上、在庫削減とい

う目的を掲げていることからもわかるように、マーケティング論において議論されてきた
延期をおこなうための製品開発システムとみることができる。東大門市場で、急変する顧
客の多様な需要に迅速に対応するというパフォーマンスは、同市場が極端な延期型の製品
開発システムを構築していることによって可能になっていると思われる。このような点か
ら、同市場を延期型システムとして認識することができ、SCM のフレームワークを採用す
ることの妥当性が与えられるのではないかと考えられる。 
しかし、SCM という研究領域は、実務的な研究課題に焦点を当てているという現状があ

るだけでなく、大企業に焦点を当てた研究がおこなわれているという問題点ももつ。した
がって、これらの限界を含めて、SCM のフレームワークの採用に関しては、その妥当性を
再考しなければならないだろう。この点を含めた、本研究の分析枠組みのより取り組んだ
検討は次回の課題にしたい。 
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